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１．事業の概要 

これまで開発が進められてきた燃料電池の技術が広範な応用の域に達しつつある。いうまでも

なく、同技術は水素をエネルギー源として、電力と熱を発生させるものであり、その両者を需要

側がうまく活用することによって、高い総合エネルギー効率が期待できる。エネルギー需要は、

産業部門、運輸部門、民生部門等に分けることができる。それらの中で主として民生部門、即ち

業務用建築及び住宅における業務や生活を通じて消費されるエネルギーは、我が国においては全

体の約 3 割を占めるものであり、都市域においては最大のエネルギー使用先であるとも言える。 

本研究は、業務用建築及び住宅といった、地域内に集中して存在するエネルギー需要に応える

ための地域的、面的なエネルギー供給システムの将来像を合理的に検討するために不可欠である

と言える評価手法を開発すること、また、それを適用して地域水素エネルギーシステムの課題を

抽出するとともにその解決の要諦を明らかにすることを目的としている。 
具体的には、地域における各種の水素利用システムを提案し、その経済性と環境適合性を評価

するため、以下の３つのサブテーマを設定した。 
１）集合住宅、業務用ビル、街区におけるエネルギー需要の分析 
２）水素供給システムの特性分析と水素利用方法のモデル化 
３）水素エネルギー利用システムのフィージビリティ評価 

 

２．開発目標 

水素エネルギー利用システムは、効率が高く環境への負荷を小さくできる可能性があり、先端

的技術開発として日本にとって重要な戦略的な課題である。さらに将来の都市における民生用エ

ネルギーシステムの構築に不可欠で、同時に地球温暖化対策技術のひとつとして緊急性が極めて

高い。そこで、本研究では集合住宅、業務用建物、街区に適した水素エネルギー利用システムを

提案し、その経済性と環境適合性の評価、技術的課題の抽出を行うことを目的とした。 
具体的には以下が研究成果である。 

① 地域エネルギーシステムの簡易評価プログラム 
② 集合住宅におけるエネルギー需要想定手法 



③ 業務用建築物におけるエネルギー需要想定手法 
④ 代表的地域エネルギーシステムの評価事例の作成 
⑤ 地域水素エネルギーシステムの特徴と今後にむけての課題と展望の整理 
 
３．事業成果 

３－１．地域エネルギーシステムの簡易評価プログラム 

 地域内における熱及び電力需要に係る種々の条件を入力として、地域水素エネルギー利用シス

テムを初めとして、既存システムを含む種々のエネルギーシステムの特性を評価するためのプロ

グラムである。出力としては、エネルギー消費量、二酸化炭素排出量、経済性とする。地域水素

エネルギー利用システムとしては図１のような全体像を想定している。システムを構成する要素

の特性は既存資料を吟味して定めるが、固体高分子型燃料電池に関しては模擬居住条件下におい

て実験を行った結果を活用している。 
 

入力

地域にある建物とエネルギー需要、
エネルギー供給源、システム構成
の設定

需要側構成要素

集合住宅、業務用建物、ホテル、病
院

エネルギー供給源

系統電力、都市ガス、工場副生水素、
太陽光発電、風力発電

システム構成

燃料電池、改質器、水電解、水素タ
ンク、電池、蓄熱タンク

計算

1時間ごとの1年間のシミュレーショ
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図１ 地域水素エネルギー利用システムの構成概要 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  
 簡易評価プログラムでは、燃料電池は小容量にも適用可能なＰＥＦＣとＳＯＦＣの 2 種類を選

定し、その特性により部分負荷に対する効率を計算し、運転状況に応じて、正確なエネルギー分

析ができるようにした。 

 
図２ 燃料電池の性能設定の画面 
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集合住宅のエネルギー需要については、階数とフロアあたり戸数を設定し、統計的な世帯属性

を満たすようにランダムにエネルギー需要を設定するか、または、家族構成やエネルギー消費の

多少など世帯属性を任意に選択して１時間毎の電力、給湯、暖房、冷房エネルギー需要を設定す

ることにより、集合住宅の多様性なエネルギー需要について、複数戸に 1 台の燃料電池を設置し

た場合のシミュレーションを可能にした（図３）。 

 
図３ 集合住宅のエネルギー需要の設定とシミュレーション 

 
 ビル・商業施設・ホテルなどのエネルギー需要データのうち空調用エネルギー需要データは各

種の内容を準備しており、最初にその一覧表をみることができる。次に事務所ビル・商業ビルに

ついてそのエネルギー需要を確認・選択することができる。さらにホテル・病院のエネルギー需

要データについても確認・選択が行える（図４）。 

 

図４ 業務用建物のエネルギー消費量シミュレーション用データ 

 
地域熱供給システムのエネルギー需要として、業務施設、商業施設、ホテル、病院、集合住宅

のエネルギー需要（冷房・暖房・給湯・電力）を設定する。各々のエネルギー需要の詳細は、「業

務用建物のエネルギー需要の詳細」を見ることにより知ることができる（図５）。 
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図５ 地域エネルギーシステムのエネルギー消費量シミュレーション用データ 

 以下は、シミュレーション結果である。図６に結果を示す集合住宅シミュレーションにおける

基準ケースは、送電線電力から電力を供給し、都市ガスで一般的なガス給湯器による給湯を行う

場合を比較対象としたものであり、これを燃料電池によるコージェネレーションと比較している。

全住戸の計算と、各住戸の平均値とを示している。この例では、８０戸の集合住宅において、２

戸に 1 台（２kＷ）の燃料電池(PEFC)を設置して、年間の一次エネルギー消費が１６％低下し、

CO2 排出は２０％低下する結果になっている。 

 
図６ 集合住宅のシミュレーション結果のまとめ 

 メインメニューで経済性の評価を選択すると、それぞれのシミュレーションの結果を経済性の

点から評価した内容をみることができる。図７は、前述の集合住宅のエネルギー・シミュレーシ

ョンの結果を用いて、1 戸当たりの経済性を評価した画面である。 
 
 次に、業務建築に関するエネルギー消費及び経済性に関するシミュレーション結果を図８図９

に示す。業務用建物のエネルギー・シミュレーションは、まず、すでに設定してある建物のエネ

ルギー需要が表示されるので、これを確認するところから始まる。ここで建物の延床面積を入力

すると、年間最大エネルギー需要と年間エネルギー需要が計算される。ここで、シミュレーショ 
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図７ 集合住宅のシミュレーション結果（経済性評価） 

ンは、①既存システム（発電なし、冷房は電力、暖房と温水はガスボイラにより供給）、②ガスエ

ンジンコジェネ（吸収式冷凍機利用、ガスエンジン廃熱で冷温熱を暖冷房・給湯に供給）、③燃料

電池(PEFC)コジェネ（吸収式冷凍機利用、燃料電池の廃熱で冷温水を暖冷房・温水に供給）の３

種類の方法を比較評価したものである。 

 
図８ 業務用建物のシミュレーションのまとめ 

次に地域熱供給システムのシミュレーションについて示す（図１０）。ここで、選択した建物（事

務所、商業ビル、ホテル、病院）の面積あたり年間需要、面積あたり最大需要が表示される。そ

れぞれの建物の面積を設定すれば、データファイルから、エネルギー需要を計算できる。また、

集合住宅のエネルギー需要設定のところで、登録した集合住宅のエネルギー需要も、ここでの地

域熱供給の対象に含めることが出来るようになっている。シミュレーションの比較対象は、業務

用建物のシミュレーションと同様に、基準システムとガスエンジンコージェネレーションを対象

にした。地域の最大需要電力に応じて、ガスエンジンと燃料電池(PEFC)の自家発電容量を設定す
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る。ここでは、簡単な計算でおおよその発電容量を示すようになっているが、自由に設定するこ

とも可能である。 

 

図９ 業務用建物のシミュレーションによる経済性評価 

また、選択した建物のエネルギー需要のデータから熱電比を計算して表示されるようにした。

シミュレーション結果は、基準ケース、ガスエンジンコージェネレーション、燃料電池コジェネ

の３つのケースについての比較として表示される。 

 
図１０ 地域エネルギーシステムのシミュレーション結果まとめ 

地域エネルギーシステムについても経済性の評価が可能である（図１１）。地域エネルギーシス

テムの場合には、集合住宅や業務用建物の場合と違って、エネルギーセンターを運営する側の立

場から経済性を検討している。集合住宅と業務用建物のエネルギーシステムについては、そのエ

ネルギー供給システムの所有者は、建物の所有者（または利用者）と同じとして、その立場から

経済性を検討した。地域エネルギーシステムの場合には、複数の建物のエネルギー需要に応じて
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エネルギーセンターから、電力と熱を供給するものであり、エネルギーセンター側からみた経済

性を検討している。 

 
図１１ 地域エネルギーシステムの経済性評価結果 

３－２．集合住宅及び各種業務建築におけるエネルギー需要想定手法 

（１）集合住宅におけるエネルギー需要想定手法 

住宅のエネルギー消費構造に関しては近年実施されるようになった実態調査で新たな知見が得

られたため、家族人数や生活時間、使用設備機器といった要因が変化した場合のエネルギーシス

テムの効用評価がより詳細に行なえる素地が整った。そこで本研究では、家族人数、年齢層、エ

ネルギー消費傾向(多消費･標準･少消費)、建物属性に関して、多様な熱及び電力需要をモンテカ

ルロ法によって発生させることのできる手法を開発した（図１２）。 
本手法では，住宅のエネルギー需要量を電力，給湯，暖冷房に分けて算定した。電力需要，給

湯需要については，実測結果をもとに季節（月）別，平休日別に計算条件を設定し，モンテカル

ロ法により時刻別需要量を 1 日単位で発生させた。年間 8760 時間の需要モデルは，この日単位

のデータを連結することにより作成した。一方，暖冷房需要については気象条件が無視できない

ため，熱負荷計算（SMASH Ver.2）により求めた。ただし，全世帯が毎日在宅といった状況は現

実的でないため，モンテカルロ法により不在日を設定し調整した。 
モンテカルロシミュレーションの基本フローを図１３に示す。計算条件としては，ある時間帯

に需要が発生する平均頻度，平均需要量（吐水量または電力消費量）とその平均継続時間，およ

びこれらの分布形を与えた。乱数により確率的に需要発生の有無を判定し，発生した需要を時系

列的に合成した。電力需要については空調換気，厨房，娯楽情報，家事衛生，照明・その他の 5
用途，給湯需要については台所，洗面，シャワー・入浴，浴槽への落とし込みの 4 用途に区分し

た。なお，個々の世帯における用途間の需要の同時発生，例えば，「夜間であれば，テレビ視聴時

には照明が使用される」といった関連性については，多数の世帯が集まることで全体的には調整

され得ると考え，本シミュレーションでは考慮しなかった。 
ある 1 住戸のエネルギー需要量については在・不在の状況を判定した上で合算，連結した。ま

た，集合住宅 1 棟といった多数世帯の需要量については，世帯属性毎に算定した需要量を構成比

率に応じて積算した。 
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